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１   作  成  の  目  的  

 

 「雇用表」は、産業連関表の対象となった１年間の生産活動に対し、県内の各産業が

投入した労働量を詳細に明らかにしたもので、本県の就業状態を的確に把握できるほか、

各種係数を用いることにより、雇用誘発数の測定、雇用者需要の予測等が可能となりま

す。  

 

 

 

２  表  の  概  念  

 

  「雇用表」は、「あいちの産業連関表」が対象とした平成 17 年について、１年を通し

て各部門に投入された労働量を、産業分類により個人業主数、家族従業者数、有給役員

数及び雇用者数（常用雇用者数、臨時 ･日雇雇用者数）に分 けて表したものです。  

  したがって、 1 人が同一事業所内で複数の活動に従事している場合は、それぞれの活

動に按分して計上します。また、 1 人が複数の事業所で就労している場合は、それぞれ

の事業所が属する活動上に重複計上します。このため、国勢調査等の既存の各種統計調

査とは、数値が異なる場合があります。  

  80 住宅賃貸料（帰属家賃）、 83 自家輸送、 109 事務用品、 110 分類不明については、

従業者数は推計していません。  

  なお、従業上の地位別の範囲については、下記のとおりです。  

 

 

 (1) 個 人 業 主   個人経営の事業所の事業主で、実際にその事業所を経営している者  

  

 (2) 家 族 従 業 者   個人業主の家族で、無給で仕事に従事している者（有給者は、雇用                   

者に分類される）  

  

 (3) 有 給 役 員   常勤及び非常勤の法人団体の役 員で有給の者（役員 であっても、職                   

員を兼ねて一定の職 務に就き、一般の職 員と同じ給与規定に 基 づい

た給与の者は、雇用者に分類される）  

  

 (4) 常 用 雇 用 者   １か月以上の期間を定めて雇用されている者（アルバイト、パート                   

タイマー等の名称の 者も含む）及び調査 日の前２ か月におい て各 月                   

それぞれ１８日以上雇用されている者（休職者も含まれる）  

  

 (5) 臨 時 ・ 日 雇   １か月未満の期間を定めて雇用されている者及び日々雇い入れられ

ている者  
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３  表  の  使  い  方  

 

 

(1) 就業 (雇用 )係数  

 

就業 (雇用 )係数は、生産額あたりの従業 (雇用 )者数で、当該部門に１単位の生産が

増加することにより、従業 (雇用 )者が何人必要となるかを示しています。ただし、こ

の就業 (雇用 )係数は自部門の従業 (雇用 )の誘発分 (直接効果 )だけにとどまり、他部門

への間接効果は含まれていません。  

 

各部門の就業 (雇用 )係数  ＝  各部門の従業 (雇用 )者数  ／  各部門の生産額  

 

従って、この係数を用いて次式により、ある産業の生産増にともなって、労働力の

需要がどれだけ生じるかを、計測することができます。  

 

労働力の需要増加分  ＝  就業 (雇用 )係数  × 生産額の増加分  

 

 

 

(2) 就業 (雇用 )誘発係数    

                      

 

   Ｌ (Ｉ－ (Ｉ－Ｍ )Ａ )－１    

 

 

     就業（雇用）誘発係数は、就業 (雇用 )係数の対角行列（Ｌと表す）を逆行列係数    

(Ｉ－ (Ｉ－Ｍ )Ａ )－１に乗じて求めたもので、これによって、ある産業に最終需要が

生じたときに、究極的に誘発される各産業の従業 (雇用 )者の増加分を測定すること

ができます。  

      この誘発係数 の縦方向の合計値 (列和 )は、当該部門の需要が１単位発生したとき     

の間接的な波及分を含めて、全産業で誘発される従業 (雇用 )者数を表しています。  

 

就業 (雇 用 )誘発 係数 表では、 こうし た結 果をもと に 列和 の下 に影響力 係数、 行 和

の右に感応度係数を計算しています。  

 

  ア   影響力係数                              

 

      影響力係数は 、全産業に与える影響がどの産業で大きいかを示す相対的な指標で

あり、この影響力係数が大きいほど、その部門の最終需要１単位によって誘発され

る労働需要量が相対的に大きいことを表しています。  

 

 

第１種影響力係数  

    ＝就業（雇用）誘発係数 の各列和  ／就業（雇用）誘発係数の列和全体の平均値  
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   「第１種影響力係数」は、その自部門を含む直接間接の労働誘発効果を示すもの   

ですが、自部門を除き他部門に対する労働誘発効果だけをみたものが、「第３種影

響力係数」です。これは、労働誘発係数行列の対角線上の要素を０に置き換えて、

第１種影響力係数と同様の方法で計算され、この係数が大きいほど、他部門に対す

る労働誘発効果が大きいということになります。  

 

 

  イ  感応度係数                              

 

      感応度係数は 、全産業から受ける影響がどの産業で大きいかを示す相対的な指標

で あり 、 こ の 感応 度 係 数が 高 い 部 門ほ ど 、 労働 誘 発 効 果を 受 け る度 合 い が 強い こ と

を表しています。  

 

   第１種感応度係数  

    ＝就業（雇用）誘発係数 の各行和  ／就業（雇用）誘発係数の行和全体の平均値  

 

      この「第１種 感応度係数」に対して、「第３種感応度係数」は、前述の影響力係     

数と同様、自部門を除く各部門にそれぞれ１単位の最終需要があった場合に、その     

部門が受ける労働誘発効果の相対的な大きさを表しています。  
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４  雇  用  誘  発  

 

  生産活動と雇用の関係について、生産額あたりの雇用者数である雇用係数をみると、

その他の公共サービス、対個人サービスなど労働集約的な産業が高く、逆に石油・石炭

製品、電力・ガス・熱供給などでは低くなっています。  

 また、雇用係数から作成される雇用誘発係数（列和）は、ある産業の需要が増加した

場合、間接波及を含め各産業で誘発される雇用者数を示す係数ですが、雇用係数と同様

に、その他の公共サービス、対個人サービスなどが高く、石油・石炭製品、不動産など

では低くなっています。  
 

雇用係数、雇用誘発係数  

雇 用 者 数 県 内 生 産 額 雇 用 係 数

（人） （百万円） （人／百万円）

< 産 業 計 > 3,529,762 79,070,910 0.0446 0.0648 －　 －　

農 業 22,067 372,905 0.0592 0.0755 0.0621 0.0134

林 業 244 6,085 0.0401 0.0513 0.0414 0.0099

漁 業 941 33,257 0.0283 0.0425 0.0291 0.0134

鉱 業 1,155 21,460 0.0538 0.0823 0.0538 0.0284

< 製 造 業 > 925,423 37,446,172 0.0247 0.0505 0.0328 0.0177

飲 食 料 品 75,602 1,970,037 0.0384 0.0617 0.0411 0.0206

繊 維 製 品 39,162 485,506 0.0807 0.0995 0.0841 0.0154

パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 42,859 795,718 0.0539 0.0754 0.0580 0.0174

化 学 製 品 20,856 1,065,887 0.0196 0.0428 0.0205 0.0222

石 油 ・ 石 炭 製 品 1,466 518,082 0.0028 0.0075 0.0029 0.0047

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 49,518 1,602,977 0.0309 0.0540 0.0370 0.0169

陶 磁 器 13,372 235,384 0.0568 0.0775 0.0570 0.0205

そ の 他 の 窯 業 ・ 土石 製品 24,518 567,623 0.0432 0.0653 0.0445 0.0209

鉄 鋼 31,565 2,670,228 0.0118 0.0300 0.0163 0.0137

非 鉄 金 属 10,828 533,522 0.0203 0.0385 0.0231 0.0153

金 属 製 品 73,523 1,371,401 0.0536 0.0726 0.0557 0.0168

一 般 機 械 116,781 3,706,957 0.0315 0.0539 0.0335 0.0205

電 気 機 械 55,708 1,527,442 0.0365 0.0627 0.0383 0.0243

情 報 ・ 通 信 機 器 11,586 982,740 0.0118 0.0385 0.0118 0.0266

電 子 部 品 18,671 1,028,498 0.0182 0.0454 0.0219 0.0235

自 動 車 241,559 15,903,012 0.0152 0.0429 0.0227 0.0202

航 空 機 7,457 309,869 0.0241 0.0424 0.0267 0.0157

そ の 他 の 輸 送 機 械 9,720 440,775 0.0221 0.0476 0.0239 0.0237

精 密 機 械 13,038 218,051 0.0598 0.0838 0.0600 0.0237

そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 67,634 1,404,419 0.0482 0.0700 0.0494 0.0207

建 設 235,101 3,824,926 0.0615 0.0854 0.0618 0.0236

電 力 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 12,346 1,306,632 0.0094 0.0306 0.0098 0.0209

水 道 ・ 廃 棄 物 処 理 21,420 530,816 0.0404 0.0593 0.0423 0.0169

商 業 701,247 8,603,488 0.0815 0.0973 0.0830 0.0143

金 融 ・ 保 険 83,748 2,377,324 0.0352 0.0553 0.0389 0.0164

不 動 産 41,621 4,323,352 0.0096 0.0183 0.0097 0.0086

運 輸 196,313 3,472,022 0.0565 0.0817 0.0629 0.0188

情 報 通 信 81,429 2,265,534 0.0359 0.0580 0.0394 0.0186

公 務 82,340 1,718,204 0.0479 0.0589 0.0479 0.0110

< サ ー ビ ス > 1,124,367 12,535,984 0.0897 0.1092 0.0982 0.0110

教 育 ・ 研 究 157,940 2,546,257 0.0620 0.0770 0.0622 0.0148

医療・保健・社会保障・介護 249,799 2,698,695 0.0926 0.1097 0.0944 0.0153

そ の 他 の 公 共 サ ー ビ ス 32,122 209,318 0.1535 0.1706 0.1535 0.0171

対 事 業 所 サ ー ビ ス 303,638 4,014,709 0.0756 0.0947 0.0832 0.0115

対 個 人 サ ー ビ ス 380,868 3,067,005 0.1242 0.1432 0.1254 0.0178

雇用誘発係数

（ 列 和 ）

雇用誘発係数

（ 自部門 ）

雇用誘発係数

（ 他部門 ）

 

 


